事業承継と自社株評価
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非上場会社の事業承継には２つの大きなファクターがあります。

１つ目は「経営」の承継です。具体的には、先代経営者の持つ人脈や情報、経験、ノウハウ、事業に対する思いや将来へのビジョンといったものを次世代に引き継ぐこと、すなわち“ヒト”の承継とも言い表すことができます。

２つ目のファクターは「財産」の承継、つまり“モノ”の承継です。事業承継における財産とは、すなわち会社の株式を指します。一般に株式の評価額は、会社の財務内容が良ければよいほど高くなりがちですが、このような企業では、先代経営者に相続が起こった時、後継者がその株式にかかる相続税を納付することができるか、入念に検討しておかなければなりません。また、株式を後継者ひとりに集中して相続させた結果、他の相続人から不平不満が出てくることも想定して事前対策を練っておくことが必要でしょう。

このレポートでは、特に「財産の承継＝株式の承継」に絞って詳しく解説していくことにします。

（１）相続税の納税資金の確保
相続する株式の評価が高い場合、後継者は多額の相続税を納付しなければなりません。

　残念ながら非上場会社の株式は、市場に流通している上場株式とは異なり、換金性がないに等しいと考えられます。ところが中小企業においては、相続財産が「自社株だけ」ということが珍しくないため、このような企業では、後継者の納税資金をいかに確保するかという事が最大のテーマとなります。
■事業承継の失敗例：株式の承継対策にノータッチだった例
	同族会社Ｂ社のＢ社長は、自分が亡くなった時の相続税は、財産を受け継ぐ息子個人の問題だから、わざわざ会社が対策をする必要はないと考え、これといった株式承継対策を行っていませんでした。

後にＢ社長は亡くなり、相続が発生。自社株以外にはめぼしい財産はなく、後継者である息子は、相続税支払うために自宅を売却、それでも足りず、金融機関に借金をしなければなりませんでした。


株式の他に相続財産があれば、それを換金して税金を納付することができますが、めぼしい相続財産がない場合は後継者個人の持ち出しになってしまいます。

ところが、個人ができる納税資金対策として、どのようのものがあるでしょうか。

本当に効果的な対策は、会社を通じてこそ可能です。さらに言えば、将来を見越して早い時期から対策を打っておくことが非常に重要なのです。
（２）株式の分散
中小零細企業の場合、株式を経営者に集約することで経営が安定します。株式は企業の経営権そのものなので、それを分散させることは将来のトラブルにも繋がりかねません。
■事業承継の失敗例：株式を兄弟全員に生前贈与
	同族会社Ａ社のＡ社長には子どもが３人おり、後継者は長男と決めています。将来の相続税負担を軽減するため、自社株の評価額が低くなったタイミングで、子供たちへ株式を生前贈与してきました。

株式の贈与は長男が中心ですが、「贈与する相手が多い方が、贈与税の負担が少なくて済むだろう」と考え、他の２人にも贈与をしています。


贈与する相手が多ければ多いほど、将来の相続財産となる先代経営者の保有株式を減らすことができます。また、子供にかかる贈与税の負担も少なくて済むことでしょう。
しかし、贈与する相手を増やすという事は、株式の分散に他なりません。
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会社の株式を、後継者である長男以外に生前贈与することで、単に次男や三男に株式が行き渡るというだけでなく、次男や三男が亡くなった場合には、その妻や子供に相続されていきます。
このようなケースでは、いざ株式を経営者に集中させたいと思っても、実際に買い集めることは簡単ではありません。同様の理由から、「相続税を安くしたい」という理由で、株式を役員や従業員にばらまくことも厳禁です。

こうした生前贈与や、相続発生後の遺産分割等の結果、後継者が発行株式の３分の２を確保できなかった場合、定款変更など経営上の重要事項を決定する「特別決議」を単独で可決することができません。それどころか、後継者以外の相続人が何らかの形で経営に介入することすら考えられます。

したがって、事業承継に当たっては、株式を後継者に集約することを考える必要があるのです。
（３）相続人間の争い防止
後継者が株式の３分の２以上を確保しなければ、確固たる経営権を握ったということは出来ません。これでは経営が安定しないので、３分の２のラインは何とか確保したいところです。

　ところが、相続財産が株式ばかりのケースでは、事はそう簡単ではありません。なぜなら各相続人には、民法に規定された正当な“取り分”があるからです。これを遺留分と言います。
	相続人
	遺留分

	配偶者のみ
	配偶者：１/２

	配偶者と子供二人
	配偶者：１/４　子はそれぞれ１/８

	父母のみ
	父母はそれぞれ１/６

	配偶者と父母
	配偶者：１/３　父母はそれぞれ１/１２


■事業承継の失敗例：後継者以外の相続人から遺留分減殺請求された例
	同族会社Ｃ社のＣ社長は、後継者を長男にしようと考えています。相続財産のほとんどはＣ社株式で、その他にはいくらか預貯金がある程度です。

Ｃ社長は、後継者の経営権を確保したいと考え、遺言書に「株式の７割以上を後継者である長男に相続させる」という事を書き遺しました。

数年後にＣ社長は亡くなり、相続が発生。財産のほとんどを占める株式の７割以上を長男が相続することに対して他の兄弟が反発し、遺留分減殺請求を起こされてしまいました。


同族会社の株式は、経営権を後継者に集中させることを考えると、分割することが難しい財産であると言わざるを得ません。したがって、株式以外にめぼしい相続財産がない場合には、後継者以外の相続人に生前に現金を渡しておき遺留分を放棄してもらったり、後継者が株式の大半を相続する代わりに、それに見合うだけの代償金を支払うなどの手当てが必要です。

　

　これまでに述べた通り、事業承継にはクリアすべき課題が多く存在します。これらを上手に解決していくためには、早い段階で事業承継をプランニングすることがとても重要です。その取り組みの一つとして、次に示すような「事業承継計画表」を作成してみると良いでしょう。
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（※）上記持株では、現経営者及び後継者の持株割合は、議決権割合ではなく、発行済株式総数に対する保有株式数の割合を示しています。

後継者の経営権を確保するため株式を後継者に集中させると、どうしても税負担が大きくなってしまいます。そのため、第１章で述べた通り、納税資金を確保することは事業承継における最大の問題です。

　そして、事業承継にはもう１つの大きなポイントがあります。それは、株式の評価そのものを低くし、事業承継にかかる税金、つまり株式にかかる相続税や贈与税を軽減してしまおうというものです。
　
上場していない同族会社の株式は、そもそも株式市場に流通していないので「時価」が安定していません。そこで、相続税、贈与税の計算をするに当たっては、株式の価格を算定しなければなりません。

　未上場の同族会社株式は、会社の規模により「類似業種比準方式」、「純資産価額方式」、「類似業種比準方式と純資産価額方式の併用方式」のいずれかにより行います。
■株式の評価方式
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直前期末の総資産額（簿価）と従業員数 直前期末以前１年間の取引額 原則的評価方法

卸売業 総資産価額が20億円以上で従業員数が50人を超える会社 80億円以上

小売・サービス業 総資産価額が10億円以上で従業員数が50人を超える会社 20億円以上

卸売業・小売・サービス業以外 総資産価額が10億円以上で従業員数が50人を超える会社 20億円以上

卸売業 総資産価額が14億円以上20億円未満で従業員数が50人を超える会社 50億円以上80億円未満の会社

小売・サービス業 総資産価額が7億円以上10億円未満で従業員数が50人を超える会社 12億円以上20億円未満の会社

卸売業・小売・サービス業以外 総資産価額が7億円以上10億円未満で従業員数が50人を超える会社 14億円以上20億円未満の会社

卸売業 総資産価額が7億円以上14億円未満で従業員数が30人を超える会社 25億円以上50億円未満の会社

小売・サービス業 総資産価額が4億円以上7億円未満で従業員数が30人を超える会社 6億円以上12億円未満の会社

卸売業・小売・サービス業以外 総資産価額が4億円以上7億円未満で従業員数が30人を超える会社 7億円以上14億円未満の会社

卸売業 総資産価額が7千万円以上7億円未満で従業員数が5人を超える会社 2億円以上25億円未満の会社

小売・サービス業 総資産価額が4千万円以上4億円未満で従業員数が5人を超える会社 6千万円以上6億円未満の会社

卸売業・小売・サービス業以外 総資産価額が5千万円以上4億円未満で従業員数が5人を超える会社 8千万円以上7億円未満の会社

卸売業 総資産価額が7千万円未満または従業員数が5人以下の会社 2億円未満

小売・サービス業 総資産価額が4千万円未満または従業員数が5人以下の会社 6千万円未満

卸売業・小売・サービス業以外 総資産価額が5千万円未満または従業員数が5人以下の会社 8千万円未満
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類似業種比準価額方式

または純資産価額方式

類似業種比準価額方式×0.9

＋純資産方式×0.1

または純資産価額方式

類似業種比準価額方式×0.75

＋純資産方式×0.25

または純資産価額方式

類似業種比準価額方式×0.6

＋純資産方式×0.4

または純資産価額方式

純資産価額方式

または類似業種比準価額方式×0.5

＋純資産価額方式×0.5


（１）類似業種比準方式
大会社の株式は、原則として類似業種比準価額を用いて計算します。類似業種比準価額は、類似業種の株価をベースに、評価する会社の一株当たりの配当金額、利益金額、簿価純資産価額の三つ指標を利用して評価するものです。
■算式：類似業種比準価額方式



上記算式に出てくる類似業種の株価や配当金額、利益金額および純資産価額は、毎年国税庁が公表しているので、それを用いて計算を行います。

（２）純資産価額方式
大会社が類似業種比準価額で株価を算定するのに対し、小会社は原則として「純資産価額方式」により株価を算定します。純資産価額とは、会社の総資産や負債を相続税の評価に洗い替えて、その評価した総資産の価額から負債や評価差額に対する法人税額等相当額を差し引いた残りの金額により評価する方法です。

■算式：純資産価額



　大会社の原則的な株式評価に用いられる類似業種比準方式では、計算式の分子に配当金額、利益金額、簿価純資産価額という３つの数値が使われています。つまり、これらの数値が小さければ小さいほど、株価は低くなるのです。

　「数値を小さくする」とはいっても、ほんの数日で実現できるものではありません。事業承継のスケジュールを組み立て、長期的な視点から数値が小さくなるような対策を打っていかなければなりません。

　では具体的に、どのようなことを行えば配当金額、利益金額、簿価純資産価額の数値を低く抑えることができるでしょうか。具体的に見ていくことにします。
（１）配当を引き下げる
　類似業種比準価額における１株あたりの配当金額は、直前期末とその前年度、計２年間の平均配当金額を発行済株式数で割って計算します。

したがって、業績が振るわず配当金を減らした年には、この金額が減少するため株価も下がる、というロジックです。

　また、配当金を引き下げる対策は、必ずしも業績不振時にしか使えないという訳ではなく、配当のやり方を変えるだけで容易に実行することが可能です。というのも、「創立１００周年記念配当」「新社屋完成記念配当」といった特殊な配当については、配当金額の計算上、控除するというルールになっているからです。
（２）利益、資産を引き下げる
類似業種比準価額における利益金額、資産価額は、同じような方法で引き下げることができます。役員給与の引き上げや設備投資、生命保険・損害保険への加入、役員退職金の支給など、法人の経費を作って税額を下げるという点では、法人税の節税とも共通しています。
①役員退職金を支給する

　株価引き下げ効果がとりわけ大きく、事業承継シーンで頻繁に活用されているのが役員退職金です。

　役員退職金を支給することにより、会社の現金が流出し、純資産価額が減少します。また、役員退職金は損金算入できるので会社の利益金額が圧縮できます。結果として、類似業種比準方式による株価の減少にもつながるのです。

株価が下がるのですから、先代経営者の退職は、後継者へ安い税金で株式を贈与する大きなチャンスになります。
[image: image4.emf]
先代経営者に支給された退職金は、退職所得として所得税の課税対象です。一般的に退職金は、老後生活の必要資金として活用されるため、他の所得に比べて課税が軽減されています。
■退職所得の計算

株価の引下げ効果も高く、実行も容易な役員退職金の支給ですが、いくつか注意点があります。
注意点１　先代経営者が会社の主要な役割を担う事はＮＧ
　会長や相談役になることで経営の一線から身を引いたはずの先代経営者が、依然として社内で大きな影響力を持っているような場合には、退職金が退職所得として認められず、上記のように有利な課税を受けることができません。それどころか、会社側では支払った役員退職金を損金にできなくなる可能性もあり、結果、株価引下げ効果も薄まってしまいます。
■退職所得と認められるための要件

	1 常勤役員が、非常勤役員になったこと

2 取締役が監査役になったこと

3 分掌変更の後の報酬がおおむね50％以上減少したこと


　上記①、②の要件について、たとえば代表権を有している場合や、実質的に会社の経営上、重要な地位にいる場合は、それらを満たしているとは言えません。単に形式的に要件を満たしているだけでなく、実質的にも退職したことが分かるような状況でなければならないという事です。
　したがって、取引先へあいさつ回りなどを行い後継者として認識してもらう事や、給与を計画的に変更するなどの配慮が必要です。
注意点２　役員退職金の金額に注意
　役員退職金の金額は、本来ならば会社が自由に設定できるものです。しかし、先に述べた通り、退職金は税務上の取扱いが有利であるため、その金額設定には一定のルールが設けられています。

算式中の平均功績倍率は、社長＝3.0、専務＝2.4、常務＝1.8、平取締役＝1.8、監査役＝1.6という数値を用いられることが一般的ですが、必ずしもこの基準を適用しないといけない訳ではありません。ただ、税務当局により役員退職金が過大と判断されると、支給した会社側では損金算入できず、受け取った先代経営者の側では給与として不利な課税を受けることになります。これを防止するためにも、役員退職給与規定をきちんと整備しておくなど、対策を練っておく必要があります。
②死亡退職金
前項の役員退職金は、先代経営者が生前に退職した場合に支給される退職金でしたが、死亡後に支払われる「死亡退職金」にも株価引き下げ効果や、税務上有利な取扱いが用意されています。

　生前の役員退職金と同様、死亡退職金を支給することで会社の現金が流出、結果として株価が減少します。死亡退職金には次のようなメリットがあります。


死亡退職金は、死亡を起因として支給される退職金です。つまり、支給時には退職した人が亡くなっているため、退職した人の「所得」ではなく「相続財産」となります。したがって、所得税ではなく相続税が課税されることになるのです。

　死亡退職金については、相続税の計算上、非常に有利な「死亡退職金の非課税枠」が設けられています。
■死亡退職金の非課税枠

　事業承継において様々なメリットのある死亡退職金ですが、無計画のままに支給すると、後継者のスタート時に思わぬマイナスが生じることもあるので注意が必要です。
■事業承継の失敗例：死亡退職金で赤字転落

	同族会社Ｄ社は、このところ業績が非常に好調で、毎年約３千万円の経常利益が出ています。社長に「万が一」があった時のために、死亡退職金に充てる４千万円はすでに預金で確保しています。

後に社長に相続が発生し、長男（後継者）に死亡退職金４千万円を支払いました。これにより株価も下がり、長男は無事に相続税も完納できたのですが、会社は赤字に転落してしまいました。


　役員退職金を支払う場合、その「財源」と「赤字転落しない仕組み」の両方をきちんと手当てしておかなければなりません。この例では、財源として４千万円の預金を確保していますが、「赤字転落しない仕組み」は全く考慮していませんでした。

　では、「赤字転落しない仕組み」としてどのような方法が必要なのでしょうか。
イ）含み資産の売却

不動産などの含み資産がある場合、それを売却することで現金を得て退職金を支払い、売却利益と役員退職金を相殺することで赤字転落を防ぐことができます。ただ、不動産が確実に換金できる保証はありませんし、そもそも不動産で含み益を作ることができるかという問題もあります

ロ）会社契約の生命保険の活用

　「契約者＝会社」、「被保険者「＝社長」、「死亡保険金受取人＝会社」とする長期平準定期保険、逓増定期保険などを使う方法です。保険料を経費計上しているので、「保険金受取収入（収益）」が損益計算書に計上され、これが役員退職金（費用）と相殺できます。



　第１章でも述べた通り、事業承継の最大のテーマは後継者の納税資金を確保することです。対策を打ち株価が下がったとしても、それを引き継ぐために必要な税金が払えなければ全く意味がありません。

納税資金対策を検討するに当たって、まず、納税資金がどのくらい不足するのか明らかにする必要があります。そのためのステップは次の通りです。
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まず、先代経営者にはどのような財産があるのか調査し、その相続税評価額を算定します。次に、それらの財産をどの相続人に相続させるのか決定し、相続税額のシミュレーションを行います。税額が算出されたら、納税に充てられる金融資産などをそこから控除すれば、将来の不足資金が明らかになります。不足金額が判明したら、次に、それをどのように支払う事ができるのか細かく検討します。

先代経営者がいつ死亡するかは誰にも分かりません。また、税法は毎年変わっていくものですし、財産の価格も経済動向などにより常に変動しています。したがって、上記のような不足資金のシミュレーションを定期的に行い、その都度、納税資金対策を検討し直すことが必要です。

企業経営者の相続では、会社の株式などの「換金性の低い財産」や、事業に使用している不動産など「換金すると事業が継続できなくなる財産」などが大半を占めるケースがほとんどです。このようなケースでは、事前に対策を行っておかなければ、後継者が株式にかかる相続税を納めることができなくなってしまいます。
そこで注目したいのが生命保険です。生命保険には、次のような優れたメリットがあり、それらが事業承継の問題解決に上手くフィットするので、多くの会社で活用されています。
（１）メリット１：保険金には非課税枠がある
　生命保険金には、法律上の「非課税枠」が設けられています。
■生命保険金の非課税枠

例えば、生命保険金の額が４千万円、法定相続人が４人の場合、非課税枠は２千万円なので、残り２千万円のみが相続税の課税対象になり、相続税が圧縮されます。
（２）メリット２：現金での入金が保証される
死亡保険金が必ず現金で支払われる点も大きなメリットです。

相続税対策として賃貸不動産を購入する手法があります。この手法は、確かに相続税額を圧縮できますが、不動産とは別に相続税の納税資金が必要です。また、相続後は相続人が賃料収入を得ることができますが、空室が多ければ納税資金としてあてにすることはできません。つまり、不動産による対策は、税額こそ圧縮できますが、納税資金確保の観点から見ると不安定な要素が大きいと言わざるを得ません。

この点死亡保険金は、保障金額に相当する保険金が現金で確実に支払われます。したがって、納税資金確保対策として極めて安定しているのです。
（３）円滑な遺産分割の助けになる
　契約者を先代経営者、被保険者を先代経営者、保険金受取人を長男（後継者）とする生命保険契約の場合、長男が受け取った死亡保険金は、民法上、長男の固有の財産とされます。つまり、遺産分割協議の対象にはならず、法定相続割合に関係なく長男へ引き継ぐことができるのです。

株式が相続財産の大半を占めるケースでは、後継者が株式のほとんどを相続する代わりに、他の相続人に代償金を支払う方法（代償相続）が採られますが、この時、長男が死亡保険金を受け取っていれば、その金銭を代償金に充てることができます。
■死亡保険金を活用した代償分割の例
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ただし、この方法には一つ問題があります。相続税の申告書には、死亡保険金の金額を必ず記載しなければなりません。そのため、長男が保険金を受け取ったことが他の相続人に知れ渡り、遺産分割協議の障害になることも考えられるのです。

そこで検討したいのが、契約者を長男、被保険者を先代経営者、保険金受取人を長男とする保険契約です。この契約では、長男が保険料を負担しなければなりませんが、死亡保険金は長男の所得（一時所得）です。そもそも相続財産ではないので、申告書に記載する必要はありません。保険料に見合う現金を長男に贈与してあげることで、長男に金銭的な負担は発生せず、先代経営者の財産を減らすこともできます。

納税資金対策として、法人契約の生命保険を活用することも非常に有効です。

この手法では、先代経営者の生前、保険契約者を会社、被保険者を先代経営者、保険金受取人を会社とする生命保険を契約します。会社は保険料を支払い、先代経営者に相続が発生することで保険金を受け取ります。そして、これを財源に相続人へ死亡退職金を支払います。
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この対策により後継者の納税資金が確保できると共に、第２章で解説した「死亡退職金の非課税枠」を使って有利な課税を受けることができます。また、会社が受け取った死亡保険金は、その全額を死亡退職金に充当すれば法人税の課税を受けることはありません。

　ただし、死亡退職金として支給できる金額には限界があるので、「受取保険金＜死亡退職金」というケースも考えられます。この場合には、受け取った保険金と、支払った退職金の差額に対して法人税が課税されてしまいます。したがって、多額の納税資金が必要となるケースでは、相続税だけでなく法人税も含めたプランニングをする必要があります。


金庫株とは、株式の発行会社自身が取得した自己株式のことです。自社の発行株式を自社の金庫に保管しておく――このようなイメージから金庫株という呼び名が使われるようになったと言われています。

　この金庫株は、株式にかかる相続税の圧縮、後継者の納税資金確保策として用いられます。
（１）先代経営者による金庫株の活用

先代経営者の保有株式を会社へ売却し、その代金を後継者へ生前贈与することで納税資金・代償分割資金を確保する方法です。
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納税資金の確保だけでなく、先代経営者の保有する株式が減少するため、相続税を軽減する効果も期待できます。
	· 自社株式の買い取りには株主総会の決議が必要
· 会社が購入できる自社株式に上限がある
· みなし配当課税により、先代経営者に多額の所得税が課税される可能性がある


金庫株の買い取りは「分配可能額」と呼ばれる範囲内に限られています。

（２）相続発生後の金庫株の活用

後継者が相続した株式を会社に売却し、その代金を相続税の納税資金に充当する方法です。
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この対策を実行するためには、会社に自社株を買い取るだけの資金が必要です。そこで、事前に社長を被保険者とする会社契約の生命保険に加入しておきます。

安定的な事業承継に使えるツールとして、種類株式があります。会社法１０８条において９つの種類株式が定められており、株式ごとに違った特性を持っているため、上手に用いることで事業承継に有効です。
	種類株式
	内容

	a.剰余金配当優先株式
	配当優先株などの剰余金の配当について、配当の条件・金額などが普通株式と異なる株式

	b.残余財産分配優先株式
	残余財産の分配について、分配価額の決定方法・残余財産の種類などが仏株式と異なる株式

	c.議決権制限株式
	株主総会において議決権を行使することができる事項が制限された株式

	d.譲渡制限株式
	譲渡によるその種類の株式の取得について、承認機関の承認を要する株式

	e.取得請求権付株式
	その種類の株式について、株主が株式会社に対して、その取得を請求することができる株式

	f.取得条項付株式
	その種類の株式について、株式会社が一定の自由が生じたことを条件として、これを取得することができる株式

	g.全部取得条項付株式
	その種類の株式について、株式会社が株主総会の決議によって、その全部を取得することができる株式

	h.拒否権付株式（黄金株）
	株主総会（取締役会設置会社の場合は、株主総会又は取締役会）において決議すべき事項のうち、その決議のほか、その種類の株式の株主を構成員とする種類株主総会の決議があることを必要とする株式

	i.取締役・監査役の選任・解任権付株式
	その種類の株式の株主を構成員とする種類株主総会において、取締役又は監査役を選解任することができる株式


①剰余金配当優先株式の活用（a）
　剰余金配当優先株式とは、剰余金の配当について他の株式と異なる取り扱いをすることができる株式です。事業承継においては、配当を優先的に行うことを条件として後継者以外の相続人に相続させることで、後継者が会社の実権を握ることに対する不満を逸らすことができます。

②議決権制限株式の活用（c）
　議決権制限株式とは、株主総会における議決権の行使が制限された株式です。この議決権制限株式を後継者以外の相続人に相続させることにより、遺留分を侵害することなく、後継者に100％の議決権を相続できます。

　議決権制限株式を発行するには、発行する種類株式の内容、発行可能種類株式総数を定款で定めることになります。定款の変更は、株主総会の特別決議で決議することが必要ですので、この対策を確実に実行するためには、全議決権の３分の２を先代経営者が保有している必要があります。

③譲渡制限付株式（d）
譲渡制限付株式は、その株式の譲渡について、発行会社の承認が必要である株式です。親族以外の第三者に株式が譲渡されるのを防止することができるので、株式の分散防止策として非常に有効です。
③取得請求権付株式活用（e）
　取得請求権付株式とは、株主が、発行会社に対して買取りを請求することができる株式です。会社の株式が相続財産の大半を占めるケースでは、この取得請求権付株式を後継者以外の相続人に相続させることで、将来的に金銭で買い取ることを約束することができます。

④取得条項付株式の活用（f）
　取得条項付株式とは、会社が定めた「一定の事由」が発生した際に、株主からその株式を強制的に取得することができる株式です。

　取得条項付株式の取得対価は、発行時に定款で定めることになるため、その金額について株主との争いが生じることはありません。したがって、後継者以外の相続人に取得条項付株式を相続させておき、事業承継後、必要に応じて株式を買い取っていく、という事が可能になります。
⑤拒否権付株式（h）
　拒否権付株式とは、株主総会が決議した事項について拒否権を付与する株式のことです。通常の株主総会で決議を行ったとしても、拒否権付株式の株主が同意しない限り、その事項については正式に決定をすることができません。非常に強力な権利を付与された種類株式であることから黄金株とも呼ばれています。
　事業承継対策としては、例えば後継者の保有する議決権割合が低い場合に、この拒否権付株式を持たせる対策が活用されます。
　後継者の議決権割合が低いということは、会社の重要事項について後継者の意思に反するような決定がされる可能性があるという事です。そこで拒否権付株式を保有していれば、後継者の意思に反する決定を排除することができます。

　なお、拒否権付株式は、１株持っているだけですべての重要事項の決定を拒否することができるため、保有する株主の暴走を許すことにもなりかねません。したがって、後継者以外の相続人に拒否権付株式を相続させることは避けなければなりません。拒否権付株式を後継者へ相続させることについて遺言に明記するなど、対策が必要です。
⑥取締役・監査役の選任・解任権付株式（i）
　取締役・監査役の選任・解任権付株式は、拒否権付株式と同じく、後継者の保有する議決権割合が低い場合に活用されます。ただし、拒否権付株式ほど強い権利が付与されているものではなく、文字通り取締役・監査役の選任・解任ができる権利が付与された株式です。
　後継者の議決権割合が低い場合には、後継者とまったく異なる経営方針を持つ取締役や、敵対的な取締役が選任される可能性が捨てきれません。そこで、この種類株式を後継者に持たせることで、取締役、監査役の選任は全体の株主総会ではなく、種類株主総会で行われることになります。
■おわりに

納税資金対策のうち、本当に有効と言えるものは限られています。死亡退職金の支給は有効ですが、これは会社に退職金を支払うだけの資金があることが大前提です。また、株価引下げ策を駆使して、安い価額で後継者へ株式を贈与することも効果的ですが、相続は常に思いがけず発生するものであり、これだけでは安心できません。換金性の高い資産を相続人へ移転することや、生命保険を活用した資金作りなど、実効性の高い対策を組み合わせてこそ、安定した事業承継が実現できるのです。

長らく低迷を続けてきた日本経済にも、ようやく明るい兆しが見えてきました。景気の回復は歓迎すべきことですが、税金に目を向けてみると、必ずしも喜んでばかりはいられません。不動産の価値が上昇することはもちろん、業績が回復すれば中小企業の株式といえども評価額が高まります。これはすなわち、事業承継のコストアップに他なりません。

このような状況下で円滑な事業承継を迎えるためには、先代経営者が元気なうちから事業承継を経営課題と捉え、明確なビジョンを持って慎重にプランニングすることが非常に重要なのです。
■参考文献

「事業承継実務ハンドブック」　鈴木義行　編著　中央経済社

「オーナー会社の節税がわかる本」　工藤章　著　かんき出版

「オーナー経営者と後継者が一緒に取り組む事業承継」　

㈱ＴＦＰオーナー企業総合研究所/ 山田ビジネスコンサルティング㈱　編著　財団法人大蔵財務協会

「新しい事業承継対策と実務手続き」　平野敦士　藤本純也　板倉はるみ　杉田和哉　編著　清文社

「タイムリミットで考える相続税対策　実践ハンドブック」　山本和義　著　清文社
事業承継と自社株評価　　
【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
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株式承継ではこんなことが問題に　　　　
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“計画”は円滑な事業承継の最重要ポイント　　　　
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事業承継の税金　～自社株評価対策～
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1





株式はこうして評価する　　　　　

















Ａ＝評価する会社の１株当たりの配当金額÷類似業種の１株当たりの配当金額


Ｂ＝評価する会社の１株当たりの利益金額÷類似業種の１株当たりの利益金額


Ｃ＝評価する会社の１株当たりの純資産価額÷類似業種の１株当たりの純資産価額





類似業種の株価 × 　　　　　　　　　　　　　 ×　会社の規模に応じた係数※





Ａ　+　Ｂ　×　３　+　Ｃ





５





会社の規模に応じた係数　　大会社＝0.7　　中会社＝0.6　　小会社＝0.5














Ｄ＝資産の相続税評価額


Ｅ＝負債


Ｆ＝評価差額に対する法人税等相当額（※）








※Ｆ＝　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　　　　　×　42%





1株の評価額　　＝





発行済株式数








Ｄ　－　Ｅ　－　Ｆ





相続税評価額による純資産価額





会社の帳簿価額による純資産価額





株価引下げのポイントは「配当」「利益」「資産」
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退職所得　＝　収入金額　－　退職所得控除額　×　１/２





※退職所得控除額


勤続20年以下：勤続年数　×　40万円（80万円に満たない場合には、80万円）


勤続20年超：（勤続年数　－　20年）×　70万円　＋　800万円





役員退職金の適正額　＝　役員の最終報酬月額　×　勤続年数　×　平均功績倍率





所得税が


課税されない





相続税計算時の非課税枠がある





株価引下げ


効果





後継者の納税資金が確保できる





非課税枠　＝　500万円　×　法定相続人の数





後継者の納税資金確保対策
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納税資金対策の概要　　　　
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最優先に検討すべき対策　　　　
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非課税枠　＝　500万円　×　法定相続人の数





会社契約の生命保険を活用する　
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金庫株の活用　
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分配可能額＝次の①＋②


（最終事業年度の末日における）その他資本剰余金＋その他利剰余金－自己株式の帳簿価額＋有価証券評価差額金（※１）＋土地再評価差額金（※１）


（最終事業年度の末日後に剰余金の配当を行った場合における）剰余金の配当の総額＋準備金積立額（※２）





（※１）評価損がある場合　（※２）準備金の額が資本金の1/4に満たない場合





種類株式の活用　
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








